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研究成果の概要（和文）：北米に関しては南部・北部の両国境地帯で調査を行い、合衆国による一方的難民規制
としてではなく、米墨両国が対立しながらも交渉し、メキシコ側もその利害に基づく規制体制を形成し、メキシ
コ自体が大きな移動管理境界装置としての性格すら帯びるようになった。EUにおける域外諸国との政策連携はEU
が進めることが共通域外国境の統合管理との間に矛盾を発生させ、国境政策の不一貫性をもたらし、内外に混乱
を生み出す側面があることが分かった。日本とアジアの調査からは、日本の特定技能制度の発足にベトナム・イ
ンドネシア・フィリピンにおいてこれと連接し労働力供給を行う制度構造が形成されつつあることが明らかにな
った。　　

研究成果の概要（英文）：By conducting collaborative field research both in southern and northern 
borders of Mexico, we found the externalization of border control was not simply the outcome of 
unilateral pressure of Trump administration, but rather a product of consorted efforts of two 
nations and Mexico built its own migrant regulatory regime and transformed itself into a large 
institutional mechanism to control refugee and migrants. Through the investigation of EU common 
border policies, it was revealed that the relationship of individual member countries with 
non-member states often destabilize the consistent framework of management of common external 
border. In case of Japan-Asian migration policy interrelations, Asian nations such as Indonesia, 
Vietnam, or Philippine have made efforts to institutional articulations with newly established 
Japanese policy. These countries have been establishing training sites or new national license of 
care work to send Specified Skills I type worker to Japan.   

研究分野： 国際社会学

キーワード： 国際移民　移民政策　国境管理　強制移動　難民政策　労働政策

  ４版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本とアジア送出し国間の制度的連関を分析することで新しい特定技能労働者制度がそれに対する制度的対応物
を生み出しており、特定技能制度は国際的な労働力供給制度へと展開していることが分かった。北米において
は、政策をめぐる激しい相互交渉によって送り出し国メキシコが中継受入国に転換し、独自の規制レジームを獲
得しつつあることが分かった。EUとその近隣においては、大量の難民の戦略的受け入れが中継国に援助の獲得等
大きな交渉力をもたらす一方、これまでの外部国境政策自体が、送り出し-受入れ国の交渉の中で揺らぎ整合性
を欠いたものになりうることが分かった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 

 
１．研究開始当初の背景 

 

日本政府は 2018 年に入るや方針を転換しはじめ、同年秋には外国人労働力をフロントドアか
ら受け入れ定住化への道の可能性を開く新たな改定出入国管理法を 50 日に満たない審議で成立
させた。本研究は、このような急激な政策転換の只中で着想され、未だ新制度の細部が見えない
段階ではあったが入手可能な情報に基づいて、その後制度化された「特定技能制度」に関して多
角的に、かつ国際比較の視点から分析することを目指して構想された。研究代表者は、移民受入
れ諸国が、21 世紀に入る前後から移民を分類し序列付けながら受入れと排除を同時に進める政
策を進めてきたことを先の共同研究で分析し、これを＜選別的移民政策＞と規定した。その際、
各国の政策はもはや自己完結的ではなく、一方で積極的政策においても、他方で排除・抑止の政
策においても国家を超えた政策手段を用いることが広範に進行していることは指摘してきた。
しかし、未だ受入れ国の視点を中心としたうえでの視野を拡大するという努力に留まっていた。 

しかし、1990 年代以降の移民受入れ国数の増加による相互競争の進行は、単に受入れ国が移
民政策を戦略的で選別的なものにしたのみならず、同時に経済発展を経て一部移民送出し国が
戦略的な送り出し政策を形成する結果となっていた。この中で、もはや移民政策は、移民受入れ
国が一方向的に移民を誘引し、選別できるものではなくなっていた。従って送出し国が打ち出す
諸政策と、それに受入れ国の政策がどの様に連動し相互作用するかを分析することが現実の移
民現象を理解するのに肝要になる。このような送出し国視点を意識的に組み入れた複眼的な研
究が、移民政策とそれが作り出す過程を越境的社会動態として把握する際に必要だと考えたの
が本研究の基本的な背景である。 

さらに、このような受入国―送り出し国間の政策相互作用は、決して日本とアジアに限られる
ものではなく、近年多様な形で拡大してきている。そこで、多様な地域における相互作用の進行
を分析することを研究プロジェクトの基軸に据えた。 

 

２．研究の目的 

このような移民送り出し国と移民受け入れ国の政策の総合作用や連動に焦点を当てるにして
も、その連関の在り方は、政策領域によって大きく異なる。大きく I. 経済・社会領域（入国前
入国後の活動やそれをサポートするための諸政策）、II. 国境管理領域（移動そのものに関する政
策の交渉・連携）、III. 帰国・送還にかかわる領域（帰国以降の活動への関与）に分けることが
できる。それを、さらに具体的なレベルに落とし込むと下記の表のような諸領域に整理できる。 

本研究は、これらの各領域について、A. 日本―アジア、B. EU とその周辺、C. 北米、とい
う移動に関する世界の三大地域の間の政策的な内容の差異と連携の構造の在り方に共通の傾向
と共に、その持つ差異について明らかにしていくことを目的として設定し、そのことを通じて移
民政策の形成と執行のパターンを規定するものを旧来とは異なる角度から分析することを目的
とする。 

表１ 送出し-受入れ国政策の相互連関の領域別対照表 

 政策領域 送出し国・政策 受入れ国政策 

   

 

 

 

 

I 

合法的・積極的

移民政策 

送出し斡旋、送出し訓練 

戦略的な送出し行政機構の整備  

能力主義的選別、ポイント制度 

高等教育、送出し国でのリクルート 

労働・技能 

資格 

送出しのための訓練政策、特定の技能

の資格化、一般的高技能政策 

技能訓練施設 

資格認定のための措置 

定住化関連 二重国籍、人身保護、在外投票権 家族帯同権、永住権の条件、二重国籍へ

の制限規定、ID 管理の強化、地方参政権 

教育 在外子弟教育 多文化教育、同化主義 

福祉・社会保障 年金、医療保険 年金制度、医療保険 

金融規制 投資促進、免税措置 口座開設規制、雇用現場の管理、経済制

裁 

II 国境管理・抑止 国境管理部隊、海路などの取り締ま

り、共開発 Co-development への参加

による送り出し圧力の抑制  

国境管理政策、共開発 Co-development 

＝国境管理の外部化戦略 

III 帰国・送還 再適応政策の有無、強制送還者対応 帰国促進策 強制送還 



３．研究の方法 

 本研究は、下記一覧のように三大地域の担当チームを組織しながら推進し、各チームは下記の
ような方法により、各国とその関連国の政策とその影響を分析していった。 

① 対象として設定した各国の政策と制度自体の 2 次資料を基とした調査の実施。 

② 送出し・受け入れの対象国間の交渉過程を時系列的に追跡し、両者の交渉力や妥協点を規定
した要因の分析 

③ このような諸政策が現実の移民の行動や生活に与える政策現場を訪問し、政策の影響を受け
る側である移民難民当事者の声を聞き取り調査の中で取り上げ分析した。 

④ この上で、移民難民政策の国家間での連動関係を地域間で研究会を通じて比較検討 

 

地域チーム メンバー 

北米 小井土、飯尾 

EU-周辺 森、堀井、工藤、柄谷、久保山 

日本-アジア 鈴木、定松、平野、上林、惠羅、眞住、北川、宣、塩原 

 

 

4.研究成果 
以上のような基本的な研究方法に基づく研究計画に基づき、2019 年に予備調査を皮切りとし

て調査を開始し、2020 年度に主要な本調査に取り掛かることを計画したが、2020 年 3 月以降発
生したコロナパンデミックは、国際的な現地調査を重視する本研究の実施を著しく困難にした。
2022 年夏までほとんどの海外調査は、日本政府の渡航や入国規制や調査対象国における入国規
制や感染の拡大と高い水準の被害の継続により不可能かリスクの高い状態が続いた。このため、
調査が 1 年半程度停滞することとなった。科研費の繰り越しの承認によって、22 年度の後半に
なり多くの国での出入国管理の規制緩和により進展したが、これにも中断をはさんで短期間に
海外調査を具体的に計画実施しなければならず大きな制約となった。以下はそのような制約の
中で、可能な限り実施した調査と分析の成果である。 

 

A. 北米研究チーム（小井土・飯尾）： 中南米難民危機を焦点とする 

（調査概要）北米においては 17 年中南米からの難民がキャラバンという数百～数千人単位で集

団を作って北上し、合衆国-メキシコ国境に押し寄せる現象が繰り返されてきた。この中でトラ

ンプ政権は Remain in Mexico と呼ばれる庇護申請者の国内対応を拒否しメキシコにとどめおく

という政策（庇護申請における原則から逸脱）を打ち出した。この重要な状況に注目し、まず

2019 年夏小井土が、北部メキシコのティファナ市とそれに隣接するサンディエゴ市において第

1 次調査を実施した。北部国境大学院大学（COLEF）の研究者と協力し、中米を中心とした難民

が滞在するシェルターを訪問しその実情を視察し運営者から滞在者の状況を聞き取った。また、

メキシコ人研究者及びアメリカ側研究者からトランプ政権とメキシコの 2018 年に誕生した左派

L.オブラドール政権の交渉過程についての情報を収集・分析し、交渉の中でメキシコ南部国境地

帯における難民、移民の規制が新たな政策の焦点であることが明らかになった。これを受けて、

パンデミック後の 2022 年夏には小井土と飯尾で連携しメキシコ南部国境のチアパス州とタバス

コ州の国境地帯での難民調査を実施し、難民の国際機関・国家・NPO による保護収容施設を訪問

した。さらに、小井土は 8 月下旬から 9 月にかけて北部国境のシェルターや規制方法の変化を追

い、飯尾は、翌年 3 月にヌエボレオン州モンテレイ市を中心に北部の産業都市の難民シェルター

群を調査した。 

（発見点）これらの調査からは以下のような発見点があった。 

① トランプ政権を批判してできた L.オブラドール政権は、トランプの強硬な関税引き上げ

による貿易規制という圧力の下、南部国境規制を重視し、そこで難民たち特に成人男性を

とどめ置きながら、難民・人道的理由による補完的保護等にその滞在身分を選別的に付与

していた。 

② メキシコは、一方で治安維持の名目での国家警備隊 Guardia Nacional を設立し南北の国

境管理を強化するとともに、国内の移動規制を行い、移動に関して独自の統治機構をこの

6 年ほどでかつてない規模で確立してきている。 

③ 他方、メキシコは、従来の送り出し国という性格から中継国としての性格を強めるのみな

らず、難民を受け入れると同時に、単に国内通過のための移動権利としてだけでなく、実

際に難民としてとどまる比率が増大してきている。 

④ トランプ政権は、コロナ禍で公衆衛生法第 42 条(Title 42)を根拠に米墨国境を実質上閉

鎖し、そのことにより難民もまた移動不能の状態に 2 年間おかれた。バイデン政権はこの

状況を打開すべく、政権交代後に水面下で庇護申請受け入れ態勢を 2022 年春から開始し、

夏には本格的な国内での庇護申請が開始されるが、このことは南部国境での動きを活発化

させ、急激に北部国境への移動を加速化させ、2024 年前半の難民圧力につながる状況を生



み出した。 

⑤ 他方メキシコは、これらの難民の流れを南部開発、北東部製造業地帯、北西部の観光商業

地帯それぞれのローカルな労働市場に回路付けるように、異なる出身国の難民に特定の滞

在権を配分することで達成した。その意味で南部国境や国内移動管理は、メキシコ国家側

の政策意図によっても規定されてきている。 

 

B. EU-周辺国チーム（森、堀井、工藤） 

（調査概要） 

森は、2019 年及び 2023 年にフランス、ベルギーにて政府機関、政策専門家、国際人権機関な

どに対し EU と協力国間の国境政策の連関と帰結について聞き取り調査を実施した。堀井は、EU

関係機関（欧州委員会、欧州議会、EU 理事会、在ブリュッセルシンクタンクなど）の政策担当者

に半構造化インタビューを実施した。そのために、2022 年度（2023 年 2-3 月）にポーランド・

ワルシャワで Frontex を訪問し、2023 年度（2023 年 6月）にベルギー・ブリュッセルで EU 関係

機関を訪問した。工藤は、2023 年 8 月トルコ南部のガジアンテップ市等の複数の難民キャンプ

を訪問し、そこで展開されているシリアをはじめとする難民への支援活動の実情とその機関間

の関係を調査した。 

（発見点）これらの調査の結果下記のような連関が浮かび上がってきた。 

① EU 共通国境政策の再編と機能不全である。EU は財政支援と引き換えに近隣諸国への国境管

理の外注化 Externalization を進め、その中でリビアが重要な役割を果たした。だが 2011

年カダフィ体制崩壊後に機能不全となり、2015 年にニジェールと合意に達し、ニジェールは

移民斡旋業を非合法化する法を成立させ、移動を抑止した。だが協力国の取締における非人

道性が問題化する一方、協力国の反発と機能不全も生じている。ニジェールは軍事クーデタ

ー後の 2023 年、2015 年法を廃止し、EU と対立を強めている。チュニジアでも同様の問題が

生じる中、EU 内では協力政策見直しを求める声が高まっている。 

② 国境政策が送出国、受入国双方に及ぼした社会的、政治的影響である。例えば、ニジェール

では移民取締が北部最大都市アガデスで行われた結果、移動者の存在で発展した地域経済が

完全に麻痺し、親 EU だった政権への不満が高まり、政治的混乱につながった。他方、EU で

は国境管理の「政治シンボル化」が進み、極右政党の勢力拡大のなかで従来の政治的プロセ

スの著しい混乱が受け入れ側でも進行しつつある。 

③ この一方、従来 EU 共通外部国境の規制強化がされる中、各メンバー国はビザ免除関係を多

様な域外諸国と結んできた。この結果、他のメンバー国にとっては、自らの基準以外でビザ

免除とされた人々がシェンゲン域内＝共通移動空間に入る場合にその出国以前からの記録

と域内に参入後の移動をいかに統合的に把握するのかという課題が残されてきた。2023 年

に成立した EU 渡航情報承認制度（ETIAS）は、渡航前にビザ免除国民に渡航承認のための情

報の提供を求め、それを EU レベルでデジタル情報として統合的に管理するシステムであり、

多様な受入国と送り出し国の間の歴史的・経済的利害関係の不均等性を越えて、受け入れ地

域としての EU 全体の統合的な選別システムを形成したものであり、今後も注視する必要が

ある。 

④ 外部国境政策にとってトルコの調査からは、トルコ政府は大量のシリア人難民を引き受けヨ

ーロッパの防波堤としての役割を果たしてきた事実を自分の交渉上の優位と認識し、これま

でも難民支援援助を引き出してきたが、大震災の経験でトルコ人住民、シリア等の難民がと

もに被害を受けた際も EU からの多額の資金を引き出してきたことがわかってきた。他方、

同国社会内部に目を転じると、2023 年冬の大地震による避難の中で、シリア人などへの差別

が次第に顕在化してきた。 

 

C.日本―アジアチーム（鈴木、定松、平野、惠羅、眞住、宣） 

（調査概要）鈴木は、第 1 に技能実習生などの実態調査を、佐賀県と岐阜県、東京都内のシェル

ターを訪問して行い、実習先から逃げてきた技能実習生（ベトナム人、中国人、カンボジア人、

ビルマ人）、留学生や「技術・人文知識・国際業務」ビザ保持者といった多様な外国人に対して、

来日から現在までの状況、同国人ネットワークの機能、日本社会とのつながりなどについて聞き

取り調査を実施した。第二に、非正規滞在者及び支援者に対するヒアリングである。コロナ禍と

いうこともあり、オンラインを活用しつつ、100 以上の事例を集め、類型分析を行った。定松は、

2019 年 8 月末から 9 月初旬にかけてフィリピン・ベトナムでの家事・介護労働者の日本への送

り出しに関して調査を行い、2020 年 2 月にインドネシアで調査した。平野は、インドネシアの

海外雇用政策を契機とする国内の再生産労働の職業化について現地調査をおこなった。特に、技

能実習生「介護」および特定技能「介護」を契機としたインドネシア国内における介護士資格創

設の力学について、労働省、移住労働者保護庁、保健省、送出し機関への聞き取り調査から検討

した。 



恵羅は、日本国内で、技能実習制度および外国人建設就労者受入事業について、2020 年東京

五輪の影響、産業政策や業界スキームの構築、就労生活などについて、関係組織・事業主等への

聞き取り調査を実施した。また、ベトナムからの送り出しプロセスを明らかにするために現地調

査（2020 年 2 月）を実施した。眞住は、ベトナムおよびネパールにおいて日本語学校関係者な

らびに帰国した元留学生らに対する聞き取りを実施するとともに、日本では留学生の教育・支援

に関わる高等教育機関関係者および日本で就労する元留学生に対するインタビューを実施した。 

（発見点） 

① コロナ禍の中で日本国内における十分な情報や社会的ネットワークが持てず、帰国も困難な

二重の状況の中で、技能実習生の搾取と孤立が深刻化している。 

② インドネシアでは従来「介護士」という職業が従来は存在せず、家事の一部と判断されてい

たが、日本での技能実習「介護」・特定技能「介護」の創設に対応し、まず送り出し目標値が

設定され、その過程で民間の技能実習生／特定技能送出し機関により介護士資格が創設され

た。国家資格庁からの認定を得るために、元 EPA 介護福祉士候補生が資格取得プログラム開

拓に尽力し、顧客獲得の方策として資格化が実施された。 

③ ②に関して日本側では当面特定技能 1 号しか認められていないため、介護福祉士の受験は 2

回しか機会がない。介護労働者として外国人を日本の施設等が受入れ、かつできるだけ長く

働ける環境を創れるかどうかは、結果として送り出し国での資格の知識と受入れ側の養成に

大きく依存していた。 

④ 特定技能の最重要分野である建設業では、就労者受入事業という時限的・短期的措置を契機

として、既存の技能実習制度を活用した新規入職者受け入れが急拡大し、越境的な制度構築

の下での中長期的な受入れの下地づくりが進められてきた。さらに、国内においては業界横

断的な受入れスキームが構築され管理強化が見られる一方で、熟練技能形成のあり方や労働

者の処遇改善が課題となっている。さらに、コロナの影響で新規受入れが停滞し、特定技能

への移行が進み、実態としては労働者の滞在の中長期化が進展している。 

⑤ 留学生の日本での就職者数の増加は、主としてホスト国日本の就職促進政策の影響が大きい

こと、また就職促進政策の一施策である就労ビザ発給基準の緩和の帰結として、留学生の卒

業後の就労状況に、大学・大学院 vs.専門学校（ネパールなど南アジア系が多い）の卒業と

いったスキルにもとづく二極化傾向が顕在化していることが発見された。 

 

D. 3 チームによる調査結果の国際比較のための総括的分析  

コロナ禍により 2 年度延長となったプロジェクトを締めくくり、各地域研究チームの発見を

比較検討するため、2024 年 3 月に総括ワークショップを開催した。3 大地域の内部での移民送り

出し―受入れ政策の連関を調査に基づいて考察した 6 つの報告の後、総括的国際比較の議論が

行われた。その中から以下のような、国際比較の中からの暫定的な結論が導き出された。 

 

① メキシコ・トルコのようなかつての送り出し国は中継国としての性格を強めると同時に、移

動規制強化の中で、受け入れ国としての性格を持ち始めている。その中で、移動規制を受け

る側から移動規制を媒介し、さらには主体的に移動規制策を行使する傾向を持ち始めている。 

② この中で新しい中継国は、自らの国際的な移動規制における戦略的に重要により、ある場合

は移動規制を求める大国から強い圧力を受ける場合もあるが（メキシコ）、他方移動規制に

応じた場合には様々な支援を引き出すこともある（トルコ）。 

③ さらにこの移動する難民たちを部分的に積極的に国内開発、産業振興に回路付けし、防波堤

としての役割を一方的に求める「受入れ国」の政策意図を超えた自律的な政策を立案し施行

する場合もある。 

④ 他方、受入国が共同して国境管理による移動規制を追求する場合、個別の受入れ国家と送り

出し国の合意が全体の外部国境管理と微妙な矛盾を生み、これが厳しい対立や政策調整の必

要を生む。さらに、現在欧州で表面化しているように、国内における議論の両極化をうむ可

能性が高まっている。 

⑤ 日本における特定技能制度の成立は、インドネシアの例に典型的に現れているように、それ

に対応する新しい資格認定枠組み形成を誘発するとともに、インドネシア・ベトナムといっ

た国々での訓練施設や教育システムの形成を既に促進している。大規模な特定技能等の労働

者の受け入れの方向が明らかになるにつれ、日本側との技能育成について調整が急務となっ

ていると同時に、日本内での資格の取得に基づく地位の安定化のためにも事前の教育訓練の

充実が求められている。 

⑥ 留学生の国内労働市場への包摂が進行しているが、この場合も事前の教育による差異が国内

において再生産され、国内における留学生の参入の二極化が今後の問題となりかねず、悲観

事件における事前の日本語学習の拡大と改善が重要な課題となる。 
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 ４．巻
北川　将之 154

 １．著者名



2020年

2020年

2019年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
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〔図書〕　計16件

2020年

2022年

2021年

2020年

308

208

316

208

アジア経済研究所

東京大学出版会

明石書店

明石書店

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

児玉 由佳、石井洋子、網中昭世、佐藤千鶴子、須永修枝、園部裕子

園部裕子、伊達聖伸、藤岡俊博、谷垣真理子、矢口佑人、キラハント愛、佐藤安信、外村大、藏本龍介、
黛秋津、早川英明、和田毅

鈴木江理子　他22名

上林千恵子、小林真生、駒井洋　他22名

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

『アフリカ女性の国際移動:　第６章　サブサハラ・アフリカからフランスへの女性の移動と滞在資格ー家
族統合/非正規滞在/FGMを理由とする庇護申請を中心に』（園部裕子）

「暴力」から読み解く現代世界　フランス語圏アフリカの女性に対する暴力ーマリの女性性器切除（FGM)
の実態と取り組みを中心に

アンダーコロナの移民たち－社会の脆弱性があらわれた場所（鈴木江理子）

変容する移民コミュニティ-時間・空間・階層　中国人研究生―技能実習生ー一時滞在生徒過疎地での若年
労働力供給

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名



2021年

2019年

2019年

2019年

118

312

278

72

ナカニシヤ出版

藤原書店

Routledge

岩波書店

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

眞住優助、岩井紀子、宍戸邦章、佐々木尚之、孟哲男、吉野朋美、竹本圭佑、滕　媛媛、金　政芸、林
萍萍、孔　栄鍾、郭　凱鴻

宮島 喬、藤巻 秀樹、石原 進、鈴木 江理子、旗手明、定松文、安里和晃、藤本伸樹、山口智之、近藤
敦、髙谷幸、佐々木てる、小ヶ谷千穂、田中雅子、斉藤善久、原めぐみ、人見泰弘、石川朝子、川上郁
雄、カルダー淑子　他11名

Yoshikazu Shiobara, Kohei Kawabata, Joel Matthews, Wooki Park-Kim, Mark Winchester, Shinnosuke
Takahashi, Lawrence Yoshitaka Shimoji and Chiho Ogaya, Eriko Suzuki, Eri Ishikawa, Machiko
ishikawa, Michiko Sambe, Kohei Inose, Shun Harada, Teruhiro Yamakita, Naoko Yamamoto

宮島　喬、鈴木　江理子

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

データで見る東アジアの社会的ネットワークと社会関係資本―東アジア社会調査による日韓中台の比較４
「産業再編成とアメリカ中西部農村地帯へのメキシコ移民の流入ー食肉加工業の再編成戦略に着目して、
外国人技能実習制度の利用と地域差とその要因の分析ー水産加工の事例

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名

『開かれた移民社会へ：Ⅰ外国人労働者受け入れ　移民／外国人受入れをめぐる自治体のジレンマ－移民
／外国人は人口危機の救世主となりうるか？』(鈴木　江理子)
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